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�愛媛県規則第２０号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

省略

採水現場調書 裏面のとおり

臨時検査が必要

となつた場合の

委託先

検査結果の根拠

書類

※

試験検査原簿記

載及び成績発表

※

年 月 日

備考

�～� 省略

� 臨時検査が必要となつた場合の委託先の欄は、定期検査

を委託する場合にのみ記載すること。

� 省略

（裏） 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第２９０号
消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の８第２項の規定に基づ

き、危険物取扱者試験に係る指定試験機関から次のとおり名称の変

更の届出があった。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定試験機関の名称

変 更 前 財団法人消防試験研究センター

変 更 後 一般財団法人消防試験研究センター

２ 変更年月日

平成２５年４月１日

�愛媛県告示第２９１号
消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の９第４項において準用

する同法第１３条の８第２項の規定に基づき、消防設備士試験に係る

指定試験機関から次のとおり名称の変更の届出があった。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定試験機関の名称

変 更 前 財団法人消防試験研究センター

変 更 後 一般財団法人消防試験研究センター

２ 変更年月日

平成２５年４月１日

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

省略

採水現場調書 裏面の

とおり

試験検査原簿記

載及び成績発表

※

年 月 日

備考

�～� 省略

� 省略

（裏） 省略

規 則

改 正 後 改 正 前

告 示

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号

２２３



�愛媛県告示第２９２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

太陽堂薬局 松山市中島大浦１６４６番地 有限会社浜田太陽堂 精神通院医療 平成２４年
９月１日

ニチイケアセンターあけぼの訪問看護
ステーション 宇和島市寿町１丁目５番８号 株式会社ニチイ学館 精神通院医療 平成２４年

９月１日

ハッピー薬局衣山店 松山市衣山１丁目１８８ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

ワレイ薬局 宇和島市和霊元町４丁目２－１２ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

みゆき薬局 宇和島市御幸町２丁目１－１３ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

保険調剤薬局リトル 宇和島市中央町１丁目９－１０ 愛媛新
聞社ビル１階 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年

１０月１日

ホリバタ薬局 宇和島市堀端町１－１８ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

みかん薬局 宇和島市吉田町北小路２００番地１ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

卯之町薬局 西予市宇和町卯之町４丁目３８９番地 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

さくら薬局 西予市宇和町卯之町１丁目４１０－１ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

双岩薬局 八幡浜市若山４－２０５－１ 愛ファーマシー株式会社 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

きんぐ調剤薬局久保田 新居浜市久保田町２丁目４番２６号 有限会社キングメディカル 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

訪問看護ステーションアルク 松山市中村１丁目２番２６－１号 株式会社イクシオ 精神通院医療 平成２４年
１０月１日

七色心療クリニック 松山市大手町二丁目１番地１ 労住協
大手町ハイツ１Ｆ 阪中 明人 精神通院医療 平成２４年

１１月１日

ひめ薬局北鳥生店 今治市北鳥生町３丁目４番１２号 株式会社レフピック 精神通院医療 平成２４年
１１月１日

あいなん薬局 南宇和郡愛南町一本松３３８２－４ 有限会社アポトライ 精神通院医療 平成２４年
１１月１日

ハッピー薬局大手町店 松山市大手町二丁目１番地１ 労住協
大手町ハイツ１Ｆ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療 平成２４年

１１月１日

ハッピー薬局西長戸店 松山市西長戸町３１１－２ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療 平成２４年
１１月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００３９６ ＮＰＯ法人くりーむし
ちゅう

宇和島市津島町高田甲
２０２３番地９ 近 藤 幸 夫 就労移行支援 くりーむしちゅう 宇和島市津島町高田甲

２０２３番地９
平成２５年
２月１日

３８１０３００３９６ ＮＰＯ法人くりーむし
ちゅう

宇和島市津島町高田甲
２０２３番地９ 近 藤 幸 夫 就労継続支援

Ａ型 御食事 近藤 宇和島市津島町岩松１２６９
－１

平成２５年
２月１日

３８１０３００３９６ ＮＰＯ法人くりーむし
ちゅう

宇和島市津島町高田甲
２０２３番地９ 近 藤 幸 夫 就労継続支援

Ｂ型 かかし 宇和島市津島町高田甲
２０２３番地９

平成２５年
２月１日

３８１０７００２７２ 特定非営利活動法人歩 大洲市東大洲３０６番地 大 越 龍 雄 生活介護 障害者生活介護事業所
あゆむ苑 大洲市東大洲３０６番地 平成２５年

２月１日

��������������
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�愛媛県告示第２９４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１４第１項の規定により、次のとおり指定一般相談支援事業者を指定した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２９５号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定

により、愛媛県視聴覚福祉センターの点字印刷物売払代金の収納事

務を次のとおり委託した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団

松山市道後町二丁目１２番１１号

２ 委託期間

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第２９６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市樋口、志津川、西岡及び北方地域に係る県営土地改良事業計

画を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改

良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・菖蒲地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２５年３月２７日から４月２３日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第２９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、今治市玉川町桂地域に係る県営土地改良事業計画を変更した

ので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・幸門地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２５年３月２７日から４月２３日まで

３ 縦覧場所

今治市役所玉川支所

�������
�愛媛県告示第２９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、八幡浜市川上町上泊及び真網代地域に係る県営土地改良事業

計画を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５

項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧

に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・真穴地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２５年３月２７日から４月２３日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所八幡浜庁舎

�������
�愛媛県告示第２９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、喜多郡内子町内子地域に係る県営土地改良事業計画を変更し

たので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定によ

り、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・内子地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２５年３月２７日から４月２３日まで

３ 縦覧場所

内子町役場本庁

�������
�愛媛県告示第３００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、喜多郡内子町五十崎、五百木及び大瀬地域に係る県営土地改

良事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７

事業者番号
指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 者

指定地域相談
支 援 の 種 類

指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３１３００３４２ 医療法人明生会 四国中央市金生町下分
１２４９番地の１ 長谷川 一 朗 地域移行支援 指定訪問介護事業所

「ひまわり」
四国中央市金生町下分
１３３０番地

平成２５年
２月１日

３８３１３００３４２ 医療法人明生会 四国中央市金生町下分
１２４９番地の１ 長谷川 一 朗 地域定着支援 指定訪問介護事業所

「ひまわり」
四国中央市金生町下分
１３３０番地

平成２５年
２月１日
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条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写し

を縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・内子地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２５年３月２７日から４月２３日まで

３ 縦覧場所

内子町役場本庁

�������
�愛媛県告示第３０１号
平成２５年３月１５日県営農地整備事業（経営体育成型）天満上地区

の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４条第４

項の規定により公告する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３０２号
平成２５年３月１５日県営中山間地域総合整備事業東温地区（志津川

工区）の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４

条第４項の規定により公告する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３０３号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３１
年４月
９日

愛媛県
第１２１１
号

魚かす
粉末

ナンカ
イ魚粕
粉末７
６０

窒素全
量７．０
りん酸
全量
６．０

該当無
し

南海物産株式会
社
愛媛県松山市古
三津２丁目２０番
３８号

平成３１
年４月
９日

愛媛県
第１２１２
号

魚かす
粉末

ナンカ
イ魚粕
粉末８
６０

窒素全
量８．０
りん酸
全量
６．０

該当無
し

南海物産株式会
社
愛媛県松山市古
三津２丁目２０番
３８号

�������
�愛媛県告示第３０４号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、吉海港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

物 揚 場
今治市吉海町本庄９５１番

１６

延長 １６０．００メートル

水深 ２．５０メートル

護 岸 同 上 延長 １０．００メートル

護 岸 同 上 延長 ２０．００メートル

護 岸 同 上 延長 ５．５０メートル

護 岸 同 上 延長 １０．５０メートル

護 岸 同 上 延長 １０．００メートル

廃棄物埋立

護岸
同 上 延長 １４７．００メートル

廃棄物埋立

護岸
同 上 延長 １３．００メートル

廃棄物埋立

護岸
同 上 延長 ６０６．９０メートル

�������
�愛媛県告示第３０５号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

川原田

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１４号までを順次

結んだ線及び標柱１４号と標柱１号を市道金生線西側官民境界線で結

んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

四国中央
市 金生町下分 川原田山 ２５７０番２４ １、２、３号

川原田山 ２５７０番４ ４号

川原田山 ２５７０番６３ ５号

川原田山 ２５７０番１８ ６号

川原田山 ２５７０番１６ ７号

川原田 ２１０２番１ ８、９号

川原田 ２１００番 １０号

川原田 ２０９６番３ １１号

川原田山 ２５７０番４８ １２号

川原田山 ２５７０番６０ １３号

川原田 ２２００番９ １４号

西之浜（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和４７年８月愛媛県告示第８０３号）

西之浜の項で指定した標柱２号と標柱１号を順次結んだ線、標柱１

号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１１号を結んだ線及び標柱１１

号と同項で指定した標柱２号を結んだ線に囲まれた区域、同項で指
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定した標柱４号、標柱３号及び標柱２号を順次結んだ線、標柱２号

と次に掲げる地番の土地に存する標柱１２号を結んだ線及び標柱１２号

と同項で指定した標柱４号を結んだ線に囲まれた区域並びに同項で

指定した標柱５号と標柱４号を順次結んだ線、標柱４号と次に掲げ

る地番の土地に存する標柱１３号、標柱１４号を順次結んだ線及び標柱

１４号と同項で指定した標柱５号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

四国中央
市 川之江町 城山 １０８７番１５ １１、１２、１３、

１４号

�������
�愛媛県告示第３０６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（精密測地網高度地域基準点測量作業）

２ 作業期間 平成２４年６月１日から

平成２５年３月８日まで

３ 作業地域 松山市、今治市

�������
�愛媛県告示第３０７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（精密測地網高度地域基準点測量 新ジ

オイド・モデル精度評価）

２ 作業期間 平成２４年１０月２３日から

平成２５年３月８日まで

３ 作業地域 今治市、宇和島市、久万高原町、内子町、伊方町

�愛媛県告示第３０８号
愛媛県屋外広告物審議会規程（昭和３６年２月愛媛県告示第１３８号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１条 愛媛県屋外広告物条例（昭和３９年愛媛県条例第５０号。以下

「条例」という。）第４６条第１項に規定する愛媛県屋外広告物審

議会（以下「審議会」という。）は、次の事項について調査審議

する。

� 条例第５条第１項第２号 から第８号まで、第１２号、

第１３号、第１７号及び第１８号並びに同条第２項第１０号並びに第７

条第１項第４号並びに愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９

年愛媛県規則第９３号）別表第１第１の２の�のウの�及び�の

規定による地域、区域、区間若しくは場所又は施設若しくは物

件の指定に関する事項

�～� 省略

�愛媛県告示第３０９号
知事が定める地域等の指定（昭和３９年１２月愛媛県告示第１１１１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１ 条例第５条第１項第２号の規定により指定する地区

省略

第１条 愛媛県屋外広告物条例（昭和３９年条例第５０号 。以下

「条例」という。）第４６条 に規定する愛媛県屋外広告物審

議会（以下「審議会」という。）は、次の事項について調査審議

する。

� 条例第５条第１項第１号、第３号から第８号まで、第１２号、

第１３号、第１７号及び第１８号並びに同条第２項第１０号並びに第７

条第１項第４号並びに愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９

年愛媛県規則第９３号）別表第１第１の２の�のウの�及び�の

規定による地域、区域、区間若しくは場所又は施設若しくは物

件の指定に関する事項

�～� 省略

１ 条例第５条第１項第１号の規定により指定する地区

省略

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

��������������

��������������
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�愛媛県告示第３１０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画事業を認可した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 施行者の名称

八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合

２ 都市計画事業の種類及び名称

大洲都市計画公園事業

６・５・１ 大洲総合運動公園

３ 事業施行期間

平成２５年３月２６日から

平成３０年３月３１日まで

４ 事業地

� 収用の部分

大洲市平野野田 地内

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第３１１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、西条都市計画下水道事業西条公共下水道（西条市施行）の事業

計画の変更を次のように認可した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和５０年１月１０日から

平成３０年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�������
�愛媛県告示第３１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、西条都市計画下水道事業東予・丹原公共下水道（西条市施行）

の事業計画の変更を次のように認可した。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和５８年７月２６日から

平成３０年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�愛媛県告示第３１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜東港線
新居浜市桜木町７２５番５から

同市宇高町一丁目６０８番２地先まで

旧 ５．８～６．６ ０．０１３

新 ８．６～９．３ ０．０１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜東港線
新居浜市桜木町７２５番５から

同市宇高町一丁目６０８番２地先まで
平成２５年３月２６日

��������������
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�愛媛県告示第３１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線 新居浜市立川町５６９番１１

旧 １４．７～２６．７ ０．０６０

新 ２９．７～３７．８ ０．０６０

県 道 新居浜別子山線 新居浜市立川町５７２番１１

旧 １０．６～１７．８ ０．０６９

新 ２９．２～３４．８ ０．０６９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市立川町５６９番１１ 平成２５年３月２６日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市立川町５７２番１１ 平成２５年３月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜港線
新居浜市滝の宮町乙１２４番５から

同町乙１２４番７まで

旧 ２０．０ ０．０１７

新 ２０．０～２１．６ ０．０１７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜港線
新居浜市滝の宮町乙１６６番９から

同町乙７３番５まで
平成２５年３月２６日
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愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号

２２９



�愛媛県告示第３１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年３月２６日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第３２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２４中局建（開）第４４号

平成２５年３月１２日
伊予市下吾川字馬塚９５０番３、９５３番３

伊予市米湊８２０番地

伊予消防等事務組合

組合長 中 村 佑

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町渋草１１２２番２から

同町渋草１６３５番まで
平成２５年３月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町直瀬甲２７２０番から

同町直瀬甲２７２２番まで

旧 ８．１～１７．５ ０．０５１

新 ８．１～１０．６ ０．０５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町直瀬甲２７２０番から

同町直瀬甲２７２２番まで
平成２５年３月２６日
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�愛媛県告示第３２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳谷美川線

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番３ 旧 ６．４～１４．８ ０．０６６

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１７ 新 ９．２～１７．３ ０．０６６

県 道 柳谷美川線

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番３ 旧 １０．２～１４．４ ０．０３９

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１８から

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１９まで
新 １０．２～１４．４ ０．０３９

県 道 柳谷美川線

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番３から

上浮穴郡久万高原町日野浦４３７４番まで
旧 ７．３～１４．１ ０．０６８

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１６から

上浮穴郡久万高原町日野浦４３７４番２まで
新 １１．７～１６．７ ０．０６８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳谷美川線 上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１７ 平成２５年３月２６日

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１８から

上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１９まで
平成２５年３月２６日

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡久万高原町西谷ヲクアカゴヤマ乙２９４番１６から

上浮穴郡久万高原町日野浦４３７４番２まで
平成２５年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３２０号
北宇和郡鬼北町大字奈良２２２番４から

同町大字北川３３３番２まで

平成２５年３月２８日

１５：００
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�愛媛県告示第３２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
大洲市北只７５番３から

同市北只５６８番４まで
平成２５年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川檮原線
西予市城川町土居１２９４番３地先から

同町土居１２６３番地先まで

旧 １５．０～１９．０ ０．０６

新 １６．２～１９．０ ０．０６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川檮原線
西予市城川町土居１２９４番３地先から

同町土居１２６３番地先まで
平成２５年３月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大茅辰ノ口線

西予市城川町遊子谷２２２１番３地先から

同町遊子谷２２１９番地先まで
旧 ５．０～７．５ ０．０８

西予市城川町遊子谷２２２１番３から

同町遊子谷２２１９番まで
新 ５．５～２２．５ ０．０８
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�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２５年３月２６日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大茅辰ノ口線
西予市城川町遊子谷２２２１番３から

同町遊子谷２２１９番まで
平成２５年３月２６日

監 査 公 表

選定した特定の事件 基金の管理と運用について

監査の結果に関する報告提出年月日 平成２４年３月１９日

監 査 対 象 機 関 総務部管理局人事課職員厚生室

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県職員退職手当基金

過去５年間の退職手当の平均支給額１５６億円と比較すると、現在の基金残

高５億円は、将来の退職手当の備えには余りにも不十分であり、基金の増減

はなく実質的に休眠状態にあることから、本基金を有効活用するために、そ

のあり方を見直すことが必要。

今回の指摘内容を踏まえ、基金の取扱いを再度見直した結果、今後、県全

体の退職者数が増加し、退職手当に係る財政負担が現状を大幅に上回る状況

が続くなど、基金を活用する必要性が従来にも増して高まると考えられるこ

とから、退職者数がピークを迎える平成３０年度を見据えながら、基金を存続

するとともに、将来に備えて増額を目指すこととする。

監 査 対 象 機 関 保健福祉部管理局保健福祉課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県社会福祉施設整備基金

本基金は、県が県社会福祉事業団に出捐していた３４億円を県に寄附させて、

そのうちの１６億円で造成したもの。基金条例では広く社会福祉施設事業者を

対象としているが、同事業団以外の社会福祉施設の整備に活用された実績は

ない。本来の条例の目的に沿って、事業団以外の社会福祉施設の整備にも活

用することが第一義であり、それが不可能な場合は、基金自体を廃止して一

般会計へ繰り戻すことも検討することが必要。

事業団以外の社会福祉施設についても本基金を活用して整備することが可

能であるが、これまで社会福祉施設の整備に当たっては、国庫補助事業や国

の基金事業などを活用してきた。今後の予算編成において、財源として本基

金を充てることについて検討することとしている。

監 査 対 象 機 関 農林水産部森林局森林整備課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県森林環境保全基金

平成２２年度から２６年度までの時限措置として、県民個人から年間７００円、

法人から法人県民税均等割額の１００分の７を徴収しており、２３年度の森林環

境税の税収として５億３千万円を見込んでいる。

平成２２年度に剰余金が発生していること、九州・中四国の他県と比較して

本県が著しく森林環境保全のニーズが高いとは思えないことから、本県だけ

が近隣他県より税額が高いことの妥当性について、県民に対して十分な説明

責任が必要。

仮に近隣県より高い税額・税率の妥当性・必要性を十分に説明できないの

であれば、近隣他県と同額程度までの引き下げを検討すべき。

第２期森林環境税（２２年度～２６年度）の導入に当たっては、「県民意見交

換会」での「森林整備に重点を置いて欲しい」「間伐等の手入れの遅れを認

識している」等の意見が多かったことや、「県民アンケート」の結果では

「課税の継続について、約９割が賛成」「課税期間は、５カ年間が妥当が約

６割」「税額について、平均約７００円が妥当」との回答を得たほか、本県の

森林状態は、他県に比べ、「小規模零細所有者が多い」「不在村所有者の増

加が著しい」ことなどから、所有者自らでは対応しきれない災害防止等のた

めの森林整備の加速化や、地球温暖化防止に向けたＣＯ２吸収源としての森

林整備の追加策及び県産材の需要拡大等を重点的に取り組むために、現行の

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号
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�公 告

環境影響評価方法書について

環境影響評価法（平成９年６月１３日法律第８１号）第５条第１項の

規定により、次の対象事業について環境影響評価方法書（以下「方

法書」という。）を作成したので、同法第７条の規定により、次の

とおり公告します。

また、同法第７条の２第２項の規定により、方法書の説明会を開

催することとしたので、併せて公告します。

なお、方法書について、環境の保全の見地からの意見を書面によ

り提出することができます。

平成２５年３月２６日

株式会社ガイアパワー

代表取締役 藤 崎 耕 治

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 事業者の名称 株式会社ガイアパワー

� 代表者の氏名 代表取締役 藤崎 耕治

� 主たる事務所の所在地 徳島県阿南市辰巳町１番地３８

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 槇川正木ウィンドファーム

� 種類 風力発電所の設置の工事の事業

� 規模 総出力 ２５，０００ｋＷ

３ 対象事業が実施されるべき区域

愛媛県宇和島市津島町槇川、愛媛県南宇和郡愛南町正木

４ 関係地域の範囲

愛媛県宇和島市、愛媛県南宇和郡愛南町

５ 方法書及び要約書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 愛媛県庁、宇和島市役所、宇和島市津島支所、愛

南町役場、愛南町一本松支所

� 縦覧期間 平成２５年３月２６日から平成２５年４月３０日まで

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

６ 方法書についての意見書の提出期限及び提出先並びに意見書に

記載すべき事項

� 提出期限 平成２５年５月１４日まで

� 提出先 〒７７４－０００１ 徳島県阿南市辰巳町１番地３８

株式会社ガイアパワー 営業課

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地）

イ 意見書の提出の対象である方法書に記載された対象事業の

名称

ウ 方法書についての環境の保全の見地からの意見（日本語に

より、意見の理由を含めて記載すること。）

７ 説明会の開催を予定する日時及び場所

� 日時 平成２５年４月１７日（水） 午後７時から午後８時３０分

場所 御内集会所（宇和島市津島町御内６８５番地）

� 日時 平成２５年４月１８日（木） 午後７時から午後８時３０分

愛媛県県有林経営事業基金

本県の県営林の経営状況は長期にわたって厳しい状況に置かれており、本

基金を保持し続けるメリットはない。このため、本基金を廃止し、これを

「県有林経営事業特別会計」に繰入れることが効率的であるが、同特別会計

は、平成２２年度実績で、一般会計から７０百万円（国庫補助金を除く）の繰入

れ、単年度決算収支は３４百万円の赤字、累積欠損は約２２億円と会計的には極

めて厳しい状況。

今後、県営林の事業計画・改善計画を再度検討する際に併せ、その中で本

基金の特別会計への統合、活用について検討すべき。

税額、税率は必要不可欠であると考えている。

なお、２２年度剰余金については、節約によるもの、入札減少金及び事業量

の減少によるものにより、やむを得ず発生したものであり、今後の事業執行

にあたっては、事業の必要性・重要性を十分精査し、これまで以上に適切な

執行に努めるとともに、緊急な事業化が求められる場合は、補正予算等で対

応し、滞留させることのないよう効果的な活用を図っている。

平成２４～２５年度の２カ年で、現在の県営林経営改善計画の見直しについて

検討することとして、会議を開催している。

また、併せて基金の活用についても検討している。

監 査 対 象 機 関 教育委員会事務局指導部高校教育課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県県立学校火災等災害復旧基金

本基金設置以来、重大な災害が発生していないことから、復旧に充てるた

めの本基金の取崩しは行っていない。過去の事例では、費用が多額の場合は

国費負担、少額の場合は一般財源負担となっており、本基金をどのような場

合に取崩すか不明確。現在の基金残高は、昭和４８年度で造成が中断され、基

金元本は約１億８千万円と固定化されている。

災害復旧の財源として火災保険や地震保険への加入等を検討した上で、本

基金をより有効に活用することや、不要と判断される場合には基金の廃止を

含めて検討することが必要。

火災保険へ加入すると、毎年度に約７百万円の火災保険料の予算措置が必

要であり、災害がなければ負担増になる。また、火災等の人為的災害につい

ては、国庫負担の対象とならない。本基金は必要であり、より有効に活用す

るため、運用方針等を作成する方向で検討している。
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場所 中駄馬集会所（宇和島市津島町御内１２２０番地）

� 日時 平成２５年４月１９日（金） 午後７時から午後８時３０分

場所 犬除農事集会所（宇和島市津島町御内２３０４番地）

� 日時 平成２５年４月２０日（土） 午前９時３０分から午前１１時

場所 愛南町僧都ふれあい交流館（南宇和郡愛南町僧都２７９

番地）

� 日時 平成２５年４月２０日（土） 午後７時から午後８時３０分

場所 槙川集会所（宇和島市津島町槇川４２０番地、４２２番地）

� 日時 平成２５年４月２１日（日） 午前９時３０分から午前１１時

場所 正木集会所（南宇和郡愛南町正木１４７８番地）

� 日時 平成２５年４月２１日（日） 午後２時から午後３時３０分

場所 上槙集会所（宇和島市津島町下畑地乙７３５番地４）

� 日時 平成２５年４月２２日（月） 午後７時から午後８時３０分

場所 山出集会所（南宇和郡愛南町緑丙２１２番地）

平成２５年３月２６日 発行
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